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2050年を目指すカーボンニュートラル

2020年10月26日

わが国は、２０５０年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すな
わち２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに
宣言いたします。もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。積極
的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革をもたらし、大きな成長
につながるという発想の転換が必要です。　（菅首相所信表明演説より）



パリ協定と気候正義

パ リ 協 定 （ Paris  Agreement ） は

2015年に採択された、気候変動抑制

に関する多国間の国際協定である。

産業革命前からの世界の平均気温上昇

を　2℃未満　に抑えることを目的とし

、各国が削減目標を作成・提出・維持

する義務を負う。

このパリ協定の根底にある精神が　気

候正義　である。すべての人々の暮ら

しと生態系の尊さを重視しようという

考え方である。

国民・真庭市民が良ければという問題ではない・・・



CO2排出と気温上昇の関係

※IPCC資料を改変
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エネルギー起源CO2排出量（米国エネルギー省オークリッジ国立研究所，1965年まで表示）
エネルギー起源CO2排出量（国際エネルギー機関）
エネルギー起源CO2排出量（環境省）
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出典：国立環境研究所AIMプロジェクトチーム「中長期ロードマップを受けた温室効果ガス排出量の試算」を改変
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地球温暖化対策計画の改定

出典：環境省「地球温暖化対策計画（令和3年10月22日閣議決定）」



地域脱炭素ロードマップ

地域脱炭素は、地域課題を解決し、地域
の魅力と質を向上させる地方創生に貢献

一人一人が主体となって、今ある技術
で取り組める
再エネなどの地域資源を最大限に活用
することで実現できる
地域の経済活性化、地域課題の解決に
貢献できる
出典：国・地方脱炭素実現会議「地域脱炭素ロードマップ（令和3年6月）」



2050年脱炭素表明自治体

出典：環境省「地方公共団体における2050年CO2排出実質ゼロ表明の状況（令和4年7月）」



脱炭素先行地域のイメージ

出典：国・地方脱炭素実現会議「地域脱炭素ロードマップ（令和3年6月）」


